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（Trade of the Descriptions Act 1968）をはじめとした30を超える個別の特別
法を，2008年5月26日に不公正な商取引からの消費者保護に関する規則
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地方自治体の中には，No Cold Calling Zoneで貼っているステッカーは，
ブラックリスト25の「退去要請」に該当すると明示しているところもあり，
ステッカーの貼付により事業者からの訪問販売を一切受けつけないように
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（71）なお，各地方自治体の中には，訪問販売お断りステッカーを拒絶の意思表
示とするものが見られる。例えば，大阪府消費者保護条例（大阪府「『訪問販
売お断りステッカー』について」（平成27年3月25日更新）＜http://www.pref.
osaka.lg.jp/shouhi/topics/211211.html＞（最終検索日2016年4月1日）），生駒市（生
駒市「訪問販売お断りステッカーについて」（2015年7月25日）＜http://www.
city.ikoma.lg.jp/0000001715.html＞（最終検索日2016年4月1日）），北海道白老
町（苫小牧民報社「訪問販売お断り !　白老町が全域にシール配布」（2015年6
月1日）＜http://www.tomamin.co.jp/20150626201＞（最終検索日2016年4月1日））。
－19－
ヨーロッパでの攻撃的取引行為への規制
クリスト30）。一般条項の概念はやや明確性を欠いていることから，これ
を日本法に導入することは難しいと思われるが，我が国でも，消費者の同
情心をあおり勧誘する例が見られることを考慮すれば(72)，CPRsのブラッ
クリストに示された要素を規制対象として取りこむべきかを検討する余地
はあるだろう。
　第四に，UCPD及びCPRsは，消費者に影響を与えるものとして，様々
な取引形態を想定して，規制対象範囲に含んでいる一方，我が国では，例
えば，消費者契約法4条規定の「勧誘をするに際し」について，広告が含
まれるかが争われている。インターネットなどの情報通信技術の発展によ
り，勧誘と広告の垣根があいまいになっており，消費者が広告から直接影
響を受けることが容易に想定される状況では，広告を除外するという解釈
には合理性がないと言えるのではないだろうか。
　第五に，UCPD及びCPRsでは，契約締結後の消費者の自由な決定を妨
げる行為も規制対象に含んでいる。例えば，消費者が煩雑な手続きのため
に，請求できる保険金を断念するような行為は規制対象となっている。我
が国でも，現在，一定期間の役務提供契約が，一回限りの売買契約と同様
に重要な契約となっている。例えば，携帯電話契約やインターネットプロ
バイダー契約等が想起されるが，これらの契約締結後，更新時期に消費者
が更新を望まないにもかかわらず，事業者側が煩雑な手続きを課して，契
約を無理やり継続させることが想定される。以上のことから，我が国でも，
契約締結前だけでなく，契約締結後の事業者の取引行為を規制することを
視野に入れる必要があるだろう。
　以上，指摘した点を踏まえ，引き続き，我が国での不招請勧誘の規則の
あり方について検討していくこととする。
（72）東京都福祉局「高齢者の消費者被害防止」＜http://www.fukushihoken.metro.
tokyo.jp/zaishien/gyakutai/higaiboushi/＞（最終検索日2016年4月1日）。

